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■政策動向について（社会保障の枠組をめぐって）

◆社会福祉基礎構造改革とは？

◇パラダイム転換(T.Kuhn)・・・・・・・・・・ひとつの世界を構成する大きな枠組が変ること

◇「社会福祉のパラダイム転換」（古川1997）・・生活の場としてのコミュニティ（「地域」）と、生活主体としての利用者を基軸にしていくことへの転換。

福祉・・「事業者本位から利用者本位へ」（古川1997他）

運動・・「当事者主体」と「当事者主権主義」：中西・上野2003）

　 ◇しかし、これは、「同床異夢」（財政改革・脱施設・権利主体化）

※「利用者本位」と「当事者主体（主権）」は同じではない

※「地方分権」は当初より「国庫負担縮小」と表裏一体

◇「福祉改革」とは？・・・財政改革の歴史
「福祉改革は、行財政改革のなかに切り込んだ、逆にいえばそのなかに部分的に包摂され取り込まれた社会福祉の自己変革の歴史である」（古川1997,p.6）
　　◇戦後社会保障の歴史と基礎構造改革の位置関係

	古川(1997)による区分
	社会福祉サービスの地方分権の枠組
	社会保障制度の財政基盤
	主な勧告や答申など

	第Ⅰ期(1945-59)

社会福祉定礎期

※骨格＝構造の形成(p.31)
	自治体単独事業

1956：家庭養護婦派遣事業（長野県・上田）
	1958：国民健康保険法1959：国民年金法（国民皆保険・年金の成立）
	1950:社会保障審議会「２５年総合勧告」※社会保障の範囲（定義）および各政策の方向の具体的提示

	第Ⅱ期(1960-73)

社会福祉発展期

※高度成長に伴う拡大・発展
	自治体単独事業の国制度化（地方独自事業を後追いし、補助金を投入）

1963：老人福祉法成立に伴い老人家庭奉仕員事業が国制度化
	社会保障制度全般の拡大・拡充
	1962:社会保障審議会「３７年総合勧告」※国民皆保険・年金の成立を踏まえた社会保障のより一層の充実を求める政策提言

	第Ⅲ期(1974-88)

社会福祉調整期

※オイルショック後の調整及び「福祉改革」
	補助金負担の軽減

1985：補助金交付率の変更

1986：機関委任事務の団体委任事務への変更

※しかし、「措置基準」（補助金交付基準）という「ガイドライン」からは逃れえない
	経済状況の影響を受けつつも財政規模そのものは拡大
	＜オイルショック＞

(1981-83)第二次臨時行政調査会（第二次臨調）

・国民負担率（の抑制）

・日本型福祉（家族への回帰）

	第Ⅳ期(1989-97～)

社会福祉転換期

※「基礎構造改革」準備
	福祉の実施主体そのものを基礎自治体へ移行へ

1990:福祉八法改正＋ゴールドプラン
	1997介護保険法成立
	※「対抗し『自主財源』を確保する」

1995:社会保障審議会「社会保障制度の再構築に関する勧告」（平成７年総合勧告）


・社会政策の争点は、地方分権化と財政問題を巡って展開

・分権化に対する国のコントロール維持装置としての補助金制度

・高度成長期の終焉とともに補助金制度も行き詰まり

・第二次臨調での「国民負担率抑制の議論」と「日本型福祉（家族介護への回帰）推進論」



→　・戦後ゆるぎなかった社会保障制度の根幹（コーポラティズムと官僚支配）の危機





↓




「平成７年（総合）勧告」
◆「社会保障体制の再構築（勧告）―安心して暮らせる２１世紀の社会を目指して―（平成７年勧告）」の意味

（対抗）⇔１９８２年臨調答申「２０２５年の高齢化のピーク時に国民負担率を５０％に」

＝第二次臨調への「対抗」（家族介護の強化を求める①「日本型福祉論」に対抗し②「自主財源」を確保する

スローガン…「個人主義が強まるなかでいかに社会連帯を育てるか」(p.61)

◇「社会保障を一般財源ではなく社会保険制度のうえに構築するべき」という２５年総合勧告の追認強化
　　　　・「それは当時としてみれば、やむを得ざる選択あったが、結果的にはよりよい道を選んだといって誤りではない」

・「社会保険は、その保険料の負担が全体として給付に結びついていることからその負担について国民の合意を得やすく、またその給付がその負担に基づく権利として確定されていることなど、多くの利点を持っているため、今後とも我が国の社会保障制度の中核としての位置を占めていかねばならない。

・（戦後の社会保障体制が「戦前からの被用者保険体制を引き継ぎ、その展開として前進してきたこと」については、懸念を示しつつも、踏み込んでいない。）

◇介護保険制度の提唱
・「今後増大する介護サービスにニーズに対し安定的に適切な介護サービスを供給していくためには、基盤整備は一般財源に依存するとしても、制度の運用に要する財源は主として保険料に依存する公的介護保険を基盤にすべきである」

　・ただし…「介護」とは、あくまで、高齢者介護サービスをさすものであり、障害者に関しては、「障害をもつ人々の社会参加のために」という項目において、同年に策定された障害者基本法の理念に関連して意識面を含めたバリアフリー、ノーマライゼーションと就労促進及び高齢者の施策との「連携及び一体的な推進」が標榜されるのみで、障害者の介護については、具体的に語られている部分はない。

※平成７年勧告における介護保険制度の提唱の目的

＝国民負担率拡大のメカニズムを社会福祉の制度にビルドインし、厚生省の「自主財源の確保」（＋制度コントロールの確保）をめざす

◆介護保険制度・基礎構造改革・支援費制度の位置関係の確認

・・・社会福祉基礎構造改革とは、介護保険制度の「後追い」なのか「普遍化」なのか？

・・・支援費制度とは、介護保険制度の「進化」なのか、「出来そこない」だったのか？

１９９７年　４月
介護保険法が衆議院可決⇒継続審議

１９９７年　８月２８日
「社会福祉事業等の在り方に関する検討会」の開始

１９９７年１１月２５日
同検討会に「社会福祉の基礎構造について（主要な論点）」の提出

１９９７年１１月２８日
中央社会福祉審議会に「社会福祉基礎構造改革分科会」が開設

１９９７年１２月

介護保険法が参議院で修正可決されて衆議院に回付されたのち可決成立

１９９８年　６月１７日
同分科会の中間報告「社会福祉基礎構造改革について（中間まとめ）」が公刊

２０００年　４月　１日
介護保険法施行（介護保険制度の開始）

２０００年　６月　７日
社会福祉法交付・施行（支援費制度施行のための身障・知障・児福各法の改正）

２００３年　４月　１日
支援費制度の開始

◆「上限問題」とは？　

・・・利用制度化されたシステムに国庫補助基準という（オーソドックスな）メカニズムを用いようとしたことによる機能不全

◇８０年代以降の福祉改革における中央政府から自治体への権限委譲（＝補助金行政）の意味

「中央政府にとっては、年金のような受給者を法定化したプログラム（エンタイトルメント・プログラム）よりも、年次予算で措置される補助金プログラムのほうが、予算のコントロールが容易である」（西尾1993）
◆「統合問題」とは？　

・・・（介護保険制度のような）補助金によるコントロールから制度によるコントロールへの移行

・・・（年金制度のような）伝統的なコーポラティズムに準拠する財源システムの踏襲

　　◇自治体への権限委譲から財源委譲へ

　⇒地方分権の建前と国のコントロールが共存できる新たなシステムが求められる

◇介護保険制度との統合がもたらすメカニズム

①　税比率が半分で、国庫負担は義務的経費化・・財務省の予算統制を逃れることができる


②　国制度（社会保険制度）として、厚生労働省の権限及び裁量は最大限保全される

◇一方で、支援費制度（税財源のままサービスの利用制度化／現物支給の給付化）は？

①　措置ではないので、個々の利用者の利用に対する政策的コントロールは基本的には困難


②　新たな財務省との摩擦　←「三位一体改革」（「金も権限も中央は手放せ」）が加速

◇「介護保険と支援費制度の統合問題」で、厚労省の考えた（だろう）こと…


・財務省のコントロールを離れ、しかし、省益は守りたい。


・もはや補助金行政の継続は困難。


　⇒　それには、「介護保険モデル」の強化とそこへの集約しかない。＝「統合と被保険者の拡大」

◇統合の「枠組」の変化
２００４年１～４月の厚労省と障害者８団体の話会い時点
 ＝「対等統合」モデル
…「介護保険への吸収ではなく、対等統合である」「介護保険制度の改革に意識の高い障害者団体を活用したい」

その後の社会保障審議会・障害者部会での議論

 ＝「介護保険の活用」モデル
…介護保険制度の根本からの見直しは無くなった。一方で、予防給付型＝医療モデル強化の見直しの姿が示される。

２００４年秋～




 ＝「被保険者の拡大」モデル
…「統合」はもちろん、「活用」すら言われずに、「単に介護保険制度維持のためには被保険者の拡大
が不可避である。そして、被保険者の範囲の拡大に伴って、給付の対象を広げるかどうかが課題。給付対象の拡大によって（その結果として）若年障害者も介護保険の対象になる（だけである）」
２００４年１０月１２日社会保障審議会障害部会
 ＝「グランドデザイン」
※（政策官僚の結論は）社会福祉基礎構造改革とは、介護保険制度の「後追い」であり、支援費制度とは、介護保険制度の「出来そこない」だった、ということ…

◆「グランドデザイン」とは？

◇キーワードとしての「連帯」と「自立」


しかし、「連帯」が具体的にあらわすものは、介護保険との統合であり、


　　　 「自立」が具体的に求めたのは、「応益（一律）負担」と自己責任（就労）


このことは、どのように解釈したらよいのか…？

短期的目標…地方分権（一般財源化）にも耐えうる厚生労働省のイニシアティブの確保

（＝補助金によるコントロールから、システムによるコントロールへ）

中期的目標…「自由主義と保守主義のハイブリッド」（:Esping-Andersen）としての基礎構造改革の完成

（＝自由主義由来の福祉サービスの民営化を保守主義由来のコーポラティズムに準拠した制度として構築する）

　　◇特徴①　「介護保険準拠モデル」への受け皿作り

基本的には、「上乗せ・横だしモデル」


…「介護給付」を介護保険にスライドさせることを想定。

…上乗せ部分には、国庫補助基準でキャップをつける（「障害区分別に設定する標準的な費用に利用者数を乗じた額の一定割合を上限」04.10.12資料１.p.10））　※調整交付金はその後消える


…横だし部分は、個別給付としては、就労とリハビリのための「訓練等給付費」のみ

あとは、（事業費補助方式／一般財源化を前提とした）「地域生活支援事業」


※「上乗せ・横だし」の部分に対する国庫負担抑制（のみ）に配慮した制度設計

　　◇特徴②　給付コントロール（抑制）メカニズムのビルト・イン
＜３つのレベルにおける給付コントロールメカニズム＞


　・コントロールメカニズム①
…「上乗せ」「横だし」メカニズムでのコントロール（前述）


　・コントロールメカニズム②
…要介護認定と認定審査会の制度化によるコントロール


　・コントロールメカニズム③
…応益（定率）負担の導入による利用抑制

◇「義務的経費化」の意味

「平成１７年度概算要求と居宅生活支援費の義務的経費化について」（04.年12月）で語られたこと…

・「前提としてあったこと」＝夏の居宅支援費の概算要求は、裁量的経費のままでは実現不可能だった
１）厚労省全体では、省全体で１８％増まで要求可能だった。
　　　 　２）しかし、裁量的経費は、最終段階では、省全体で対前年比２％減（とされることが、最初か
ら、財務省との「約束」で）決まっていた。
　　・平成１７年度予算確保を義務的経費化を前提に行うための２つの「約束」
３）平成１７年度中に（応益負担のための）制度改正を実施し、「年度途中から、所用額の捻出」をする
４）「厳しい改正」（厳しい支出抑制を可能とする「改正」）を実現して、他分野に大幅な協力を得る
・その「結果」は…

５）厚生労働省全体では、裁量的経費は２％圧縮
６）居宅支援費は、義務的経費とし、概算要求よりさらに高い予算を獲得

・しかし、それは下記の「前提条件」とのトレードオフ

条件１）　障害福祉サービス改革
　　　　　ケアマネ、支給決定の透明化
　　　　　サービスの効率化提供
　　　　　利用者負担の見直し
条件２）　障害の公費負担改革
　　　　　医療内容面での取り組み
　　　　　対象者の重点化
　　　　　利用者負担の見直し

つまり…

予算確保」とは「自らの分野からの捻出」、すなわち真水での支出増を伴わない「タコ足配当的予算確保」であり、従って「予算増」とは、読みかえれば、この分だけ、福祉と医療両面からの「サービスの削減」・「応益負担」・「実費負担」で、「いってこい」とする「削減（徴集拡大）目標」でもあるということ。

また、「公平・透明性の確保」とは、「給付の抑制」であり、ケアマネジメントは、資源利用支援ではなく、「給付抑制の道具」として使うということを財務省に「約束」してしまった、ということ。
◆基礎構造改革から、「ポスト基礎構造改革」へ

福祉資本主義に基づく福祉国家の類型論においては、「連帯」とは、国民全体の普遍的連帯というよりは、企業あるいは労働組合を中心にした職能／職域連帯を指すことばとして用いられる。このような職能／職域中心の社会保障のしくみをコーポラティズム（職域主義？）と呼び、その典型は、企業年金・保険制度である。
　そして、このコーポラティズムを中核として社会保障／福祉の制度を組み立てている国は、福祉資本主義の制度の類型論に基づいて国際比較を試みたEsping-Andersen(1990)によれば、「保守主義」という類型として分類され、フランスやドイツを典型とするが、それは、北欧諸国を中心とする社会民主主義および、アングロサクソン諸国を中心とする自由主義（残余主義）という計３つの類型のひとつという位置にある。
では、日本という国はどの類型に入るのだろうか。Esping-Andersen(1997)は、日本の社会保障体制は、この３つの類型にもそのままあてはまることはなく、しかし、uniqueな第四の類型を構成するというのでもなく、「自由主義と保守主義のハイブリッド（独特な合成形）」であり、それは「日本型福祉国家がまだより恒久的な形態に達する以前の段階」（Esping-Andersen前掲書邦訳2001前書p.13）と位置づけている。

実は、このような「自由主義と保守主義のハイブリッド」の起源は戦後の「５０年体制」さかのぼる。広井(1999,p.82)が指摘するように、日本の戦後の社会保障制度は、占領軍（アメリカ）の影響を強く反映した福祉各法の整備と、ドイツ型の「社会保険主義」の維持を両輪として進んだのだのであり、その意味では、それを踏襲した社会福祉基礎構造改革とは、５０年体制の「パラダイム転換」（ひとつの世界を構成する大きな枠組が変ること）というよりは、既定のレールの上での部分修正（延命策？）であり、また、そのようなコンテクストにたてば、介護保険制度とは、（よくも悪くも…）日本の戦後の社会福祉の制度の90年代的修正である、といえるだろう。
　そして、その延長に、「統合問題」があり、「グランドデザイン」がある。「グランドデザイン」において示される「自立＝自活」という自立観および応益（一律）負担のある残余的な福祉のありかたが是とされたこと、および「介護保険との統合の枠組」がめざされたことは、気分的（社会規範的）にはアメリカの自由主義（というよりは残余主義あるいは、新自由主義）の影響をうけつつも、基本的にはコーポラティズム（職域に連帯の基盤を求め、企業に福利厚生費の積み増しを求めることを是とすること）に準拠してきたといえる。その意味では、グランドデザインとは、戦後社会福祉制度改革（「福祉改革とは財政改革である」）の延長にあり、帰結といえる。
　しかし、高度成長とバブルの余韻から完全に脱し切れていなかった９０年代初頭から介護保険法の成立する９７年までという高齢者介護制度の制度構想時期と現在（９７年～現在）では、コーポラティズムを支える時代環境は大きく異なっている。高度成長の終焉・バブルの崩壊とともに、「親方日の丸」は終焉をむかえ、雇用形態は多様化している。終身雇用のサラリーマンが日本人の典型とされた時代は終り、年金・社会保険制度全体への不信が広がるなかで、コーポラティズムという「基礎構造」はすでに自明のものではない。（労働組合運動の衰退をみればわかる）今回の介護保険制度の被保険者の拡大（障害福祉との統合）ができなかったことの最大の原因が経済界の反対であったことは、そのことを象徴している。
 「ポスト基礎構造改革」の課題は、基礎構造改革では問われることはなかった「自由主義と保守主義のハイブリッド」の基盤としてのコーポラティズムである。

コーポラティズムに頼らない新たな分配と徴収の原理と制度へ向けての検討と合意形成をおこなうことが必要である。
■サービスシステムについて（社会福祉のありかたをめぐって）

◆「ポスト基礎構造改革」という提起　　……支援費制度の「脱構築(de-construction)」

◇措置から契約とは？

・制度モデルとしての「措置から契約」

行政手続モデルからサービス利用過程モデルへ（小林2002）

着目されたのは、　サービス利用過程＞サービス提供過程
※しかし、「サービス利用費供給過程」は焦点化されることはなかった。
・利用者の立場からの「措置から契約」



サービスの利用制度化
　　←サービス利用過程の領域



現物支給の現金給付化
　　←サービス費供給過程の領域

※「利用者本位」は、基本的に前者のみを焦点化する概念だった。

◇公的責任とは？

自体体…現物支給にかわる「援護の実施者」の公的責任
＝支援費の支給


国　　…基盤整備(enabling)の根幹を占めるもの

＝サービス費提供過程の整備

　　◇義務本位から権利本位へ

・国家（自治体）に対する「受給の権利」のエンタイトルメントが欠落

・給付システムを、受給権に基づく「受給契約（合意形成）制度」として再構成すべき。

・権利擁護は、サービス提供に関わることだけではなく、給付に関しても構築されるべき。




Ex)　ＬＳＳ法、ランターマン法等

◇マクロの財政論的割当供給とミクロの必要論的受給要求を結ぶ受給調整システム

割当…「資源が必要量に対して不足しており、且つ、価格が配分機能を果たさない状況において用いられる資源配分の総称」（坂田1991）

「必要と割当の調整のための基準とメカニズム」（岡部2004a）
ミクロの基準・・・・・・必要のエンタイトルメント（判定基準）

ミクロのメカニズム・・・受給過程への利用者参画と受給支援（アドボカシー）

マクロの基準・・・・・・根拠のある予算（必要量の調査に基づく予算）

マクロのメカニズム・・・必要量の変動に対する調整（地域／時間軸）
◇支給決定モデル

必要と割当の調整の鍵を握るのは、支給決定システムのありかた

介護保険の給付調整システム＝第三者判定モデル(岡部2004a)

…供給側からのコントロールが効きやすい「割当優位」の制度

①　利用申請より先に要介護認定が必要である

②　要介護認定によるサービス費用の受給量には上限がある

③　「抽象的・要介護度基準・第三者型」の給付判定システムである

④　給付抑制メカニズムとして応益負担がもちいられている

⑤　財源の地域／時間軸での調整のしくみが，ビルトインされている

支援費の給付調整システム　＝交渉決定モデル （岡部2004a）

…利用者が必要を訴えやすい「必要原理優位」の制度

①　要介護認定制度がなく、利用者が希望を申請するとことから始まる

②　サービス費用の受給量には制度上の上限がない

③　「具体的・生活支援の必要度基準・利用者参加型」の給付判定システムである

④　給付抑制メカニズムとしては働きにくい応能負担の制度となっている

⑤　財源の地域／時間軸での調整のしくみが，ビルトインされていない

※ポスト基礎構造改革は、マクロの財源システムとミクロの受給調整システムの双方で必要。

	
	ポスト基礎構造改革モデル
	基礎構造改革モデル

	制度の構成
	権利本位
	義務本位

	分配の基準
	必要優位
	割当優位

	支給決定モデル
	交渉決定モデル
	第三者判定モデル


◆分配の原理／規範とそのためのシステム

◇公平（equity）と平等(equality)

◇応能負担と応益（定率）負担

◇選別主義（資産調査によるスティグマ）

⇒（だれにでも・しかし薄く、の）普遍主義

⇒（必要な人に必要なだけ）積極的選別主義　(R.Titmuss)

	
	ポスト基礎構造改革モデル
	基礎構造改革モデル

	分配の規範
	公平(equity)
	平等(equality)

	供給の原理
	積極的選別主義
	普遍主義

	負担の原理
	応能負担
	応益(定率)負担

	制度の構成
	権利本位
	義務本位

	分配の基準
	必要優位
	割当優位

	供給決定のモデル
	交渉決定モデル
	第三者判定モデル

	権利の性格
	？
	？

	供給決定のロジック
	？
	？

	分配の原理
	？
	？

	受給支援メカニズム
	？
	？


◇集中的ケアマネジメント(intensive care management　:Ｄ.Chalis)


　　　　・・・ケアマネジメントは、対象を絞り、集中的に行うべき（1997年より英国は転換）

◇ふたつの「権利」・・権原と人権

ふたつの「基準」・・客観的基準と主観的基準

※「ベニスの商人」における「権利」と「人権」
社会サービスの給付のためには「必要の社会的構築」は必要。

しかしその方法は、「基準を厳密にすること・客観化すること」なのだろうか？
・「まず分けてみる・やむをえないものとして基準を使う」（立岩2004）

・手続き的権利保障：「利用者側からのプランの提示と利用者参画の保障」

（Person Centered Plan/Approach）
・交渉過程の支援　(Advocacy)
◇介護保険制度と支援費制度の関係 （岡部2004b）





◇ポスト基礎構造改革モデルの提示

	
	
	ポスト基礎構造改革モデル
	基礎構造改革モデル

	社会保障

制　　度
	資源配分の形態
	国民（再分配）
	コーポラティズム（互酬）

	
	負担の原理
	応能負担
	応益(定率)負担

	
	分配の基準
	必要優位
	割当優位

	
	分配の規範
	公平(equity)
	平等(equality)

	
	自立の概念
	自律／自立
	自己責任／自立

	
	資源配分の形式
	ダイレクトペイメントを

原則とする個別給付
	個人を積算単位とする

事業費補助制度

	社会福祉

制　　度
	供給の原理
	積極的選別主義
	普遍主義

	
	供給決定のメカニズム
	必要の社会的構築
	基準化

	
	供給決定のロジック
	negotiation（折衝重視）
	eligibility（適格性重視）

	
	権利の性格
	人権
	エンタイトルメント

	
	制度の構成
	権利本位
	義務本位

	
	供給決定のモデル
	交渉決定モデル
	第三者判定モデル

	
	受給支援メカニズム
	アドボカシー
	ケアマネジメント


※社会保障制度のありかたについては、国民全体の議論、社会福祉制度のありかたについては、制度の利用者主体の議論が必要

■アドボカシー（advocacy）　　

…ケア・マネジメントのオルタナティブを考える

※「法や制度で担保されないばかりか、利用者自身にとっても必ずしも明確ではないものも含む福祉サービスにおける『必要』を浮き彫りにして、実行しうる権利や使える資源として構築してゆくメカニズム」が必要。

コンシューマリズム(consumerism)　権利本位と素人主権の原理

＝福祉サービスの調整および受給の過程に利用者が参加することを通じ、利用者の権利と主体性をもとにサービスシステムを構築し、そのサービスの質と量の確保をおこなうこと（平岡1996）

行政が福祉の直接の担い手から撤退し、福祉の質と量の確保をパターナリズムに頼れなくなりつつある今、いままでの行政裁量もまた、その権限を利用者側に委譲することが必要である。このような福祉サービスのコンシューマリズムは、利用者の「権利本位」「素人主権」を基本原理とする。
実体的権利保障　権利を支える制度①
＝行政裁量に多くを委ねる現行社会福祉法を利用者の権利本位のものとする


ex LSS法（スウェーデンのパーソナルアシスタンスのための社会サービス権利法）

福祉の市場化を行い、パターナリズムに替わる福祉の質と量の確保の主体を利用者に求めるならば、社会福祉法制もまた、利用者の主体性と権利性に基づいて再構成されなくてはならない。そのための基盤整備として、支援費制度の実施においても、従来の障害種別の福祉法の枠組に囚われることなく、LSS法のようなサービス種別の社会サービス権利法の策定等の実体的権利保障が検討されるべきである。

手続的権利保障　権利を支える制度②

＝「基準化」（判断過程の客観化）を通じ、行政の法的責任の明確化と裁量の恣意的行使の排除を図る


ex コミュニティケア憲章・ギャランティー(guarantee)

現行社会福祉法が、福祉サービスを要求しうる権利として位置付けず、かつ、広範な行政裁量の行使を前提に構成されている以上、「基準化」（秋山2001）と呼ばれる判断過程の客観化を通じ、行政の法的責任の明確化とそれによる裁量の恣意的行使の排除を図ることが実体的権利保障の追及と並行して必要である。

アドボカシー（advocacy）　権利を実現するメカニズム

＝人権侵害からの救済、まだ確定しない権利の擁護を含む利用者の権利の直接的なバックアップ活動

障害福祉サービスの利用者が持つ社会的不利を考えると、実体的及び手続的権利を確定しても、その権利保障の実現を利用者に委ねるのみでは不充分であり、冒されているものやまだ確定しないものを含む利用者の権利の直接的なバックアップ活動が、必要となる。このような活動の担い手をアドボケイト(advocate)といい、その行為をアドボカシーという。(Bateman1995)

アドボカシーは、専門家がパターナリズムに頼らずにサービス調整を行うための必須のスキルとなり、権利擁護や監視のための機構となり、制度改変・資源創出のために広範な連携のもとに行われる運動ともなる。
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アドボカシーには、大別して、「セルフ」、「リーガル」、「市民」の３種の担い手があり、「運動」、「監視」、「支援」の３つの領域で活動が行われる。そして、理念型としては、制度改革・資源創出を担う「闘うアドボカシー」と、制度理解・資源活用を担う「支えるアドボカシー」に２分され、前者は、「ハード（はっきりした権利に基づく）アドボカシー」、「システム（社会運動志向の）アドボカシー」、「クラス（対象が集団である）アドボカシー」、後者は、「ソフト（はっきりした権利に基かない）アドボカシー」、「スキル（援助技術志向の）アドボカシー」、「ケース（対象が個人である）アドボカシー」に分類される。

アドボカシーは、利用者においてすら、必ずしも明確ではないものも含む福祉サービスにおける必要を浮き彫りにして、実行しうる権利や使える資源として構築してゆくメカニズムである。
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■「まずわけてみる・やむをえぬものとして「基準」を使う」（立岩2004）
……「要介護認定」のオルタナティブとして
問い①　なぜ、分配のためには「まず」基準が必要なのか？

問い②　なぜ、「前提として」資源は希少なのか？

…ミクロ（個人）では前提とならないものがマクロ（国）では「まず」・「前提」とされる。




理由） 「補助金交付」のためには、基準が必要





政策（財政改革）が、「資源の希少性」をもたらす


※　では、市町村（基礎自治体＝援護の実施者）とは、地域福祉とは、ケースワーカーとは？

まずあるもの

社会的規範の確認

分配するか・（全く）分配しないか、の社会的合意の確認

人間の本性の確認

利益がなければ働かないこともある（利他主義・利己主義の二分法ではなく）

財の本質についての確認
資源は、分配を可能にする条件であり、分配の制限である

分配の前提①

分配可能な財だけを対象とする

分配の前提②

対象とした財の徴収対象には例外を設けない

給付内容の制限

もつこと自体が価値・もつ/もたないの意味が、差異化のみにあるものは分配せず

そのうえで

とりあえず・・①

選好の中身に踏み込まない

とりあえず・・②

「出来高払い」＝それぞれが必要と思うだけとる

そこでどうしてもだめなとき

…ここではじめて、「技術」が必要になる

やむを得ず①

多く働く人に多く取れるようにする

やむを得ず②

給付に制限をつける（上限等）

しかし、その「技術」の適用に留意することは・・・やむをえず、ほどほどに使うもの
「技術」利用上の留意①
仕方なく採用されたものであること

「技術」利用上の留意②
使わなくてもいいときは使わないほうがいいということ

「技術」利用上の留意③
介入強化や分配の縮減のための「口実」として使われる危険性（資源の多寡等を理

由として）

さらに

積極的に求めること①
個人差に基づく給付の差については、「多少無理をしても」可能にする

積極的に求めること②　　（給付基準としては限定的にしか使えないにせよ）主観的満足・効用をどこまで組み入れられるか出来る限り「工夫する」

分配の基準とはそういうことであり、リベラルで良心的な人たちが、「自己責任」という「分割」を持ち出すことはない
…市町村やケースワークの役割が、本来「そういうこと」であるなら、「まず」・「前提」は立てられなくてはならないのか？
■ 「利用者本位」・「自立生活支援」を確実なものとするためのグランドデザイン案に対する論点整理

（給付制度・居宅介護制度を中心として）

１．利用者の範囲について

１―１．高次脳機能障害者・難病者に加えて、知的障害をもたない発達障害児・者を対象とすること。

２．利用者負担について

２－１．市町村税非課の者については、利用者負担はゼロとするような減免基準とすること。
２－２．所得の計算にあたり、世帯単位の原則は、適用しないこと。
２－３．上記は、更生医療・通院公費についても同様とすること。

３．居宅介護について

３－１．移動介護（視覚障害者を除く）を個別給付（障害者自立支援給付）にも設け、その提供を、これ
までの居宅介護事業所が他の居宅介護とあわせて総合的に提供できる方式とすること。

４．地域生活支援事業について
４－１．利用者の選択権・利用権を確保するために、地域生活支援事業を、市町村もしくは市町村の委託
事業ではなく、都道府県への申請事業・及び都道府県の助成事業とすること。
４－２．地域生活支援事業に、この類型に加えて、当事者のセルフヘルプ活動を支援する「セルフヘルプ
事業」、支給決定に対する「不服審査事業」を設けること。　

　　　　　　　　　　　　※注１

５．支給決定方式の問題

５－１．支給基準（アセスメント）は、障害の特性に応じ、各障害当事者団体との合意をもって、現実的
なものを決定すること。また、市町村ごとに、独自の基準（要綱・ガイドライン等）を作る場合
は、公開を義務つけること。
５－２．審査会での審議を含め，支給決定過程における利用者（及び利用者の指定する支援者）の参加保
障をおこなうこと。
５－３．相談支援事業の利用は、居住する市町村の事業所のみに限定されることなく、利用者側から選択
しうるものとすること。　　　　 （関連４－１）
５－４．市町村から独立した利用者が主体の不服審査のしくみを設け、またそれを選択可能なものとする
こと。　　　　　　　　　　　　 （関連４－２）　　

 　　　　　　　　　　　　　 ※注２

６．オルタナティブとしてのダイレクトペイメント

６－１．「自立生活型支援のシステム」を現実のものとするために、イギリスのコミュニティケア改革と同
様に、ダイレクトペイメントを制度化し、障害の種別や程度に関わらず全ての利用者が通常の支
給決定と選択可能なものとすること。
６－１．包括報酬は、ダイレクトペイメントの制度のなかに位置付け、極めて重度の障害者に限らず、選
択可能なものとすること。
６－２．日常生活支援も、ダイレクトペイメントの利用を前提とし、あらゆる障害者がつかえる制度とす
ること。
※注３

７．法改正の時期

７－１．法改正および制度変更の実施については、拙速を避け、財源体系と支給決定方式・居宅サービスと施設サービス体系等のすべてが、その運用方式等も含めて、利用者側・事業者側の合意を得て決定したのちに総合的に行うものとすること。

---------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------


注１　
市町村が全ての地域生活支援事業を運営することは、サービスの民営化という社会福祉基礎構造改革の基本方針に反する。また、市町村の委託事業かつ市町村の補助事業としておこなうことは、それぞれの市町村唯一の事業となる可能性が極めて高く、利用者の選択権を脅かすものでもある。今回の「グランドデザイン」の基本的視点としての「自立支援型システムへの転換」を踏まえ、個別給付（介護給付・自立支援給付）に加えて新たに事業補助形式で新たに立ち上げる意義を鑑みれば、地域生活支援事業とは、市町村や営利団体ではなく、セルフヘルプ活動支援を中心に組み立てられるべきである。
注２
福祉サービスの必要（ニーズ）の判断には、「行政官・専門家・利用者」の三者が欠かせないというのが、通説であるが、今回の「グランドデザイン」においては、専門家の立場に対しては、認定基準の明確化・ケアマネジメントの制度化・審査会の開催という形で、積極的な補強が計画されているが、他の二者に比べて圧倒的に非対等な関係にある利用者に対する適切な手続的権利保障が計画されておらず、バランスを欠いている。公平・公正・納得性のある支給決定システムとするためには積極的な手続的権利保障のしくみとして、審査基準の公開・支給調整過程への利用者参画保障・審査会の公開・不服審査の保障等が必要である。
　また、同様の観点から、給付の主体である居住地の市町村やその独占的委託事業者でしかサービス利用支援が受けられず、また、支給者である市町村から独立した不服審査の仕組みがないことには問題がある。

注３
　イギリスでは、１９９６年のコミュニティケアとダイレクトペイメント法制定により、全ての障害者を対象に（２００２年からは高齢者も対象）従来のコミュニティケア（地域福祉サービス）と選択しうるものとしてダイレクトペイメントが制度化されている。その特徴は、利用側の主体性を最大限に尊重した真の「自立支援型システム」であること、かつ、自治体や事業者の中間コストを省くことで、結果的に費用対効果が最大となることにある。
　現在の包括制度の構想では、利用者は事業者の完全なコントロールのもとに置かれ、実質的な「地域施設化」がおきる懸念が高い。また、長時間介護においては、本来、提供する便宜の内容やコスト体系・提供主体はもっと柔軟とするほうが現実的・効率的であるにも関わらず、通常の居宅介護との整合性を図るためにそれが困難となっている。こういった問題も、包括支給や日常生活支援をダイレクトペイメントに位置付けることで原理的には解決しうる可能性がある。

■真のパラダイム転換／ポスト基礎構造改革を求めて
◇「基礎構造改革」を脱構築する

　基礎構造改革とは、歴史的にみれば、財務省（旧大蔵省）のめざす「国民負担率抑制」（第二次臨調答申）へ厚生労働省（旧厚生省）が対抗するための「自主財源確保」（社保審平成７年勧告）の制度化であり、伝統的な年金保険介護保険制度を骨格とし、先行した介護保険制度をサービスモデルとして障害福祉をはじめとする他の各福祉制度を再構成・再編成することで、厚生労働省の政策誘導と省益確保の枠組（パラダイム）を「補助金による誘導」から「制度そのものによるコントロール」に切り替えようという政策動向であるといえる。

◇「拙速」の誤りを二度も繰り返すことは許されない

　現行の支援費制度においても、その実現のための法改正は、制度実施にさかのぼること３年前の２０００年に行われている。そして、当時も、「法改正は大きな枠組みを決めるもの」と説明され、具体的な制度設計や運営基準は、担当課長会議とQ&Aでモニターされながら、政省令で発表されてきた。しかし、今日、支援費制度における「欠陥」と断じられたもの、すなわち、地域支援費が裁量的経費に留まってしまったこと、旧制度の時代の細かい予算費目に拘束され、予算不足の際に融通もできない硬直した制度となっていること等は、全て２０００年の法改正の段階でビルドインされていたものである。今回の「グランドデザイン」の政策立案および法制化の過程において、再び同じ過ちが繰り返されようとしていることを看過すべきではない。

◇政策・制度の決定過程にこそ「基礎構造改革」が必要
いわゆる「タコ部屋方式」に象徴される「政策官僚主導で、その強力なコントロールのもとにおかれた制度設計」という手法自体に反省の目が向けられるべき。そのうえで、法改正の「拙速」は避け、法案の決定は、新制度についての議論を尽くしたのち、具体的な政策への利用者・事業者との合意形成がなされた時点で行うべきものとすること。
　制度の持続性・信頼性確保には、その決定過程こそが「透明」でなくてはならない。今度こそ、障害者（児）に対して、真の「利用者本位」と「自立生活」が担保されるシステムとするために、その費用負担のしくみについては国民的議論、サービスそのものありかたについては、利用者側との合意形成が不可欠。

◇検討に値するオルタナティブは存在している
　

社会福祉制度の再構築を目指すとき、「財政改革・地域福祉・利用者の権利主体化」という連立方程式の解は、「市場化（民営化）」と「介護保険モデル」だけではない。

　現状の社会福祉の制度に対して、

①　ダイレクトペイメントの導入（真の利用制度化の実現）

②　パーソナルアシスタンス中心のサービス設計（脱施設・ハコもの福祉からの脱却）

③　当事者団体／福祉ＮＰＯの活用（福祉の市場化／民営化ではなく供給主体の多元化を）

　を行うことで、「財政改革・地域福祉・利用者の権利主体化」の両立は、充分可能。

◇求められる（真の）「社会保障制度の再構築」

　ポストバブルの１０年間は、戦前から基礎構造改革まで一貫して日本の社会保障を支えてきたコーポラティズム（職域主義）を大きく変質させており、コーポラティズムに依拠する公的年金・保険制度は、大きく見直しを迫られている。

社会保障制度全体が、「連帯（互助）」の原理に基づく制度から「共生（再分配）」の原理に基づく制度へという次なるパラダイム転換（＝ポスト基礎構造改革）を迫られているとき、介護保険制度も支援費制度もその例外とはなりえないことを直視した真摯で根本的な検討が必要。
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